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日本比較政治学会 

ニューズレター 
Japan Association for Comparative Politics           No. 26 March 2011 

 

＊企画委員会から  

2011年度研究大会プログラム（予定） 

＊年報編集委員会から 

年報第14号の投稿論文募集 

＊先端研究の現場から（４） 

＊共同研究のフロンティア（４） 

＊理事会報告 

＊会員の異動 

＊事務局からのお知らせ 

 

 

2011年度研究大会プログラム（予定） 

2011年6月18・19日  於北海道大学 

 

＊ 開催時刻、時間割などは仮案ですので、報告者の都合等により変更の可能性があります。 

＊ パネルの趣旨、報告題目などは、現在の時点では仮題であることを、ご了承下さい。 

 

6月18日（土） 午後1：30～3：30 

 

自由企画１ 「政党間関係と政党の組織変容」 

趣旨：本セッションは、従来、政党内部の問題として捉

えられてきた組織変容を、政党同士の関係の中に位

置づけなおすことに焦点を置く。幹部政党から大衆政

党へと変化し、さらに解体していくという先進ヨーロッパ

諸国に共通するマクロな変化を踏まえた上で、さらに

政党間競争というよりミクロな観点から政党の組織変容

を探っていきたい。その際に注目されるべきは、一枚

岩で、設定された目標のために自由に行動できる政

党像ではなく、既存の政党組織構造に基づく権力を

背景に、党内のアクターが影響し合う帰結として行動

がなされる政党像である。このような課題を念頭に、本

セッションでは、共通する組織形態を持つ政党が、各

時代においてどのように組織を変容させるかを、第一

次世界大戦前後のスウェーデン保守政党（安武）、戦

間期のオランダ・カトリック政党（作内）、80-90年代のオ

ーストリア自由党（古賀）の三党を例に検討していく。 

 

司会・討論 網谷龍介（明治学院大学） 

報告 安武裕和（名古屋大学・院）「スウェーデン型保守

主義の形成過程―院外政党主導の統合戦略―」 

作内由子（東京大学・院）「戦間期オランダにお

けるカトリック政党の政党組織変容―柱状化

時代の政党間関係―」 

古賀光生（立教大学） 「政党支持流動期における

『リーンな組織』のインパクト―ハイダーのオース

トリア自由党の組織（再）編成の意義について―」 

 

自由企画２ 東南アジアコーカス「現代東南アジアに

おける政治安定と経済危機」 

趣旨：東南アジアのインドネシア、マレーシア、タイの3

カ国について、フリーダムハウスの民主化指標をみる

と、2011年にはインドネシア＞マレーシア＞タイの順と

なっている。しかし、20世紀末には順位は正反対であ

った。この10年あまりの間に、インドネシアは民主化と

安定を実現し、タイは脱民主化と不安定に直面し、マ

レーシアは安定を維持している。インドネシアとタイの

変化は、1997年勃発のアジア通貨危機と関連している

ように思われる。インドネシアではスハルト体制が崩壊

し、政治が著しく不安定になる中、政治制度の改革が

進められた。タイでは経済危機で加速された政治改革

の効果が現れてくると、政治力が低下した勢力による
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脱民主化闘争が始まった。マレーシアでは、通貨危機

がUMNOを中核とする一党優位体制を動揺させたも

のの、政治の安定が保たれている。経済危機、政治改

革、安定の関係を中期的に比較検討してみたい。 

 

司会 中西嘉宏（アジア経済研究所） 

報告 岡本正明（京都大学）「ポスト・スハルト期の安定

回復」 

玉田芳史（京都大学）「タイ式民主主義の限界と

不安定化」 

鈴木絢女（福岡女子大学）「一党優位体制下の

秩序と安定」 

討論 片山裕（神戸大学） 

 

自由企画３ 「新しい社会的リスクへの対応―比較の

中の日本―」 

趣旨：先進諸国では脱工業化の進展にともない、これ

まで人々の生活保障を支えてきた雇用と家族の安定

が揺らぎ、新しい社会的リスクが顕在化してきた。尐子

高齢化や非婚化の進行、虐待や教育崩壊など家族や

子どもの危機が取りざたされる日本においても、新しい

社会的リスクへの対応は政策課題となっている。日本

政治は、家族主義福祉レジームの機能不全、福祉・生

産レジームにおける教育の役割の再定義、そして地域

コミュニティの福祉供給機能の再構築といった課題に

向き合っている。しかし、先行研究の多くはヨーロッパ

諸国にのみ注目しており、日本における新しい社会的

リスクの現れ方やそれへの対応の特徴を明らかにしよ

うとする試みは不十分である。本企画は、新しい社会

的リスクへの対応をめぐり展開する日本の政治過程の

一端を比較の中で明らかにすることを目的とし、日本

の事例をとりあげる二つの報告と、スコットランドの経験

から比較の視座を探る報告とを組み合わせる。 

 

司会 小林良彰（慶応義塾大学） 

報告 辻由希（京都大学・院）「家族主義福祉レジーム

の再編―ケアの社会化を中心に―」（仮） 

徳久恭子（立命館大学）「日本型福祉・生産レジ

ームの再編と教育」（仮） 

渕元初姫（法政大学）「スコットランド型福祉国家

の再編と地域社会―社会的包摂政策をめぐ

って」（仮） 

討論 新川敏光（京都大学） 

 

自由企画４ 「東アジアとヨーロッパのリージョナリズム

と公共空間」 

趣旨：ヨーロッパでは、政治と経済における協力や統

合をめぐって、マルティレベル・ガバナンスの再編とトラ

ンスナショナルなアイデンティティの形成が公共圏に

おける熟議の課題となっている。一方、東アジアでは、

政治と経済の相補的な展開は行われておらず、リージ

ョナリズムの原動力は、政治よりも経済にある。だが、リ

ージョンが社会的に構築され、政治的な枠組みを与え

られていくものである以上、EUは特異なもの（ sui 

generis）ではなく、ヨーロッパと東アジアにおけるリージ

ョナル・ガバナンスには、クリービッジだけでなく、共通

点も見いだせるはずである。本パネルでは、国家、非

国家主体の両方をリージョナル・ダイナミズムの担い手

とする立場から、公共圏における熟議による問題解決

のメカニズムについて検討し、EUのリージョン形成とリ

ージョナル・アイデンティティの形成のプロセスが、東

アジアについてどのような示唆を与えうるのかについ

て議論を行っていく。 

 

司会 山本啓（山梨学院大学） 

報告 山本啓「ヨーロッパと東アジアのリージョナル・ガ

バナンスの枠組み：公共圏の構築という課題

とその可能性」 

中村文子（東北大学）「ジェンダー・イッシューを

めぐる地域ガヴァナンスの可能性―規範企業

家としてのEUとASEANの人身売買に対する

地域的対策を比較して―」 

マスローセバスティアン（東北大学）「東アジアと

欧州の地域主義における国内政治要因―地

域国家としての日本とドイツの比較―」 

討論 勝間田弘（早稲田大学） 

 

自由論題１ 「米ロ・核大国における政治参加の変容」 

司会 塩川伸明（東京大学） 

報告 宮田智之（東京大学・院） 「アメリカにおける非

イデオロギー系シンクタンクの『停滞』」 

油本真理（東京大学・院） 「現代ロシアにおけ
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る政党と選挙動員メカニズム」 

石川葉菜（東京大学・院） 「政治エリートによる

市民の反動員戦略：アメリカ市民は、なぜ、投

票に行かないことを選択するのか」 

討論 上野俊彦（上智大学） 

    庄司香（学習院大学） 

 

自由論題２ 「民主化支援と外部アクター」 

司会 大矢根聡（同志社大学） 

報告 市原麻衣子（ジョージワシントン大学・院）「民主

主義支援と日本―公共概念の影響―」 

近藤久洋（東京国際大学）「『新興ドナー』の多

様性と起源」 

坂部有佳子（早稲田大学・院）「民主化及び国

家建設への取り組みと政治的係争の発生」 

討論 杉浦功一（和洋女子大学） 

 

6月18日（土） 午後4：00～6：00 

 

分科会Ａ 「資源外交の比較政治」 

趣旨：この分科会では、資源外交を総合的・多面的に、

幅広い事例に基づきつつ理論的に検討する。「資源

外交」という概念は日本の外交政策論ではしばしば用

いられ、周期的に高い関心を集めるものの、分析概念

として深まったものではない。資源外交の対象とされる

のは、石油や天然ガスといった化石燃料から、レアア

ースのような鉱物資源に広がっているが、今回は石

油・天然ガスを中心に検討する。本分科会ではまず、

代表的な石油輸出国であるサウジアラビアを事例に、

「資源輸出国にとって資源外交はあり得るのか」という

問題設定から、資源外交概念そのものに理論的に迫

りたい。その上で、第一次石油ショック前後の日本外

務省の資源外交政策を再検討することから、狭い意味

での資源開発政策の分野を越えた、資源外交の各層

を解明していく。その上で石油輸入国としてのＥＵ諸

国の資源をめぐる共通外交を検討することで、地域統

合と資源外交が両立／対立／並存する諸局面を考察

し、日本の置かれた東アジア地域の資源輸入国の進

める資源外交の動向との比較の視座を定める。 

 

司会 池内恵（東京大学） 

報告 山田真樹夫（オクスフォード大学・院）「Solving 

the Oxymoron: Resource Diplomacy of 

Resource-Exporting State」 

白鳥潤一郎（慶應義塾大学・院）「資源外交の

構図―第一次石油危機前後の日本」 

鈴木一人（北海道大学）「ヨーロッパのエネルギ

ー政策」 

討論 御厨貴（東京大学） 

 

分科会Ｂ 「二大政党と尐数政党の組み合わせによる

政権運営―英独豪の比較検討―」 

趣旨：二大政党が政治的に重要な役割を果たしており、

中心的なアクターであることには間違いないが、第三

の尐数政党からの協力が得られないと政権の円滑な

運営がままならないという意味で、英、独、豪の3カ国

には共通性があるように見える。 

 連立政権の理論が教えるように、これらの尐数政党は

要政党として規模以上の交渉力を発揮できると考えら

れるが、多数政党は選挙公約を実現しようにも、妥協や

協力が欠かせなくなり、有権者から受けた「委任」をなる

べく忠実に実現するという擬制は成り立ちにくくなる。 

 ウェストミンスター型と考えられてきたイギリスやオー

ストラリア、連立政権だけでなく、大連立も経験してき

たドイツでは、この問題はどのように考えられてきたの

だろうか。また、政党の戦略や党内外の調整、政権運

営の比較を通じて、何らかの共通性が存在するのか、

対応に違いが生まれるとすれば、どのような要因が影

響しているのか検討したい。 

 

司会 上神貴佳（高知大学） 

報告 高安健将（成蹊大学）「保守・自民連立政権と動

揺するウェストミンスター・システム」 

安井宏樹（神戸大学）「ドイツにおける大政党と

小政党による政権運営」 

杉田弘也（青山学院女子短期大学等）「対決と

妥協の境界線：1975年憲政危機を教訓とする

オーストラリアの尐数政権運営モデル」 

討論 空井護（北海道大学） 

 

分科会Ｃ 「権威主義体制存続のメカニズム」 

趣旨：民主化の第三の波が過ぎ去ったあと、制度的に
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は民主化されながらも、実質的に自由な競争が制限さ

れた権威主義的要素を持つ政治体制の存在が注目を

集めるようになっている。本分科会では、半民主主義あ

るは競争的権威主義などと呼ばれるこうした政治体制

がどのように維持されているのか、そのメカニズムにつ

いて取り上げる。こうした体制においては、単に強権的

な支配が権力者から押し付けられているというより、ヘ

ゲモニー政党を中心として、政府の公的資源の活用、

分配政策、国民や政治家たちのインセンティブを計算

した政治制度の設計など、体制維持のための戦略がと

られている。こうした戦略に注目しながら、体制の単なる

記述を超えて、権威主義体制が生き残る因果プロセス

を明らかにするような議論を提示したいと考える。 

 

司会 川中豪（アジア経済研究所） 

報告 大串敦（早稲田大学）「支配政党統制の限界

か？：統一ロシア党による猟官制の分析」 

浜中新吾（山形大学）「ハイブリッド型権威主義

体制における支配政党の支持構造：エジプ

ト・シリアの比較分析」 

鷲田任邦（東京大学･院）「優位政党の生存と資

源配分の政治学」 

討論 中村正志（アジア経済研究所） 

 

分科会Ｄ 「政権交代とその政治的帰結」 

趣旨：政権交代は、一国の政治の在り方や政策形成

に、どのような帰結をもたらすのだろうか。政権交代後、

新政権は、旧政権下で形成された既得権益構造にメ

スを入れたり、政治腐敗を追及したりすることを通じて、

国民から信頼を得ようとする動機を抱く。その結果、政

府の情報公開やアカウンタビリティを高める改革や、

法の支配を確立させる改革が進む場合が多くみられる。

とくに、長期間続いた一党支配からの政権交代が行わ

れた場合、政権党の交代が、政治および政策へもたら

す影響はより大きいことが予測される。 

 本分科会では、政権交代が、実質的な一党支配体

制の終焉を伴った日本、台湾、メキシコ、インドネシア

の事例を比較することによって、政権交代の政治的帰

結を検討する。特に、政権交代後、政府のアカウンタ

ビリティ向上、および法の支配の確立を目指して、どの

ような改革が行われてきたのかについて、これら4カ国

の事例に基づき比較考察する。 

 

司会・討論 高橋百合子（神戸大学） 

報告 濱本真輔（日本学術振興会）「政権交代の団体

―政党関係への影響：日本の事例」 

松本充豊（天理大学）「台湾における政権交代

―政治腐敗への影響」（仮） 

箕輪茂（上智大学）「民主化と政府の応答性：メ

キシコにおける地方政府の治安対策」 

本名純（立命館大学）「インドネシア・ユドヨノ政権：

民主主義者党の与党化とその政治インパクト」 

 

分科会Ｅ 「ナショナル・アイデンティティへの新たなア

プローチ」 

趣旨：各国、各地域の専門家が集まる比較政治学会

においては、毎年のようにそれぞれの国や地域におけ

るナショナリズム政党や運動の動向が紹介され、ナショ

ナル・アイデンティティを主題とすることそれ自体に目

新しい点はない。しかしながら、それ自体は否定される

べきではまったくないにせよ、個別的な文脈に重きを

おいた記述的なアプローチがとられることがほとんどで

あり、概念を操作・比較可能な変数として提示し、それ

にもとづく厳密な比較が行われるといった努力はさほ

どなされてこなかった。そもそもこのテーマに限らず、

本学会ではそれぞれの地域の文脈を重視するあまり

「比較」が「なんとなく」に終わってしまう傾向があった

のではないか。そこで、本分科会では、近年急速に蓄

積が進みつつある国際比較データを前提に、ナショナ

ル・アイデンティティを変数として用いた多国間比較計

量分析を準備した。対象は先進国、新興民主主義国、

アフリカと多岐にわたるが、それぞれが明示的に操作

化された変数に基づく比較研究である。これらの検討

を通じて、ナショナリズムやナショナル・アイデンティテ

ィ概念の理論的な応用可能性を探るとともに、比較分

析のあり方にもついて考える場としたい。 

 

司会 成廣孝（岡山大学） 

報告 田辺俊介（東京大学社会科学研究所）「ナショ

ナル・アイデンティティの類型と政党支持の関

連：国際比較の視点から」 

中井遼（早稲田大学・日本学術振興会特別研
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究員）・東島雅昌（ミシガン州立大学）「新興民

主主義国におけるナショナル・アイデンティテ

ィの変化：選挙と政党システムによる効果」 

三上了（JICA研究所）「エスニック・アイデンティティ、

集団的価値剝奪観と政治的動員に対する脆弱

性：アフリカ4カ国における政治意識調査から」 

討論 木村幹（神戸大学） 

    成廣孝 

 

6月18日（土） 午後6：30～8：30 懇親会 

 

6月19日（日）午前10：00～12：00 

 

共通論題 「現代民主主義の再検討」 

趣旨：いわゆる「第三の波」以降展開された民主主義

体制への移行が一段落し、民主政治はありふれた政

治のあり方になってきた。それゆえ、比較政治学の関

心は体制変動としての民主化から民主主義の質に焦

点を移してきている。政治体制として民主主義が当た

り前の先進国においても、民主主義が機能しているの

か重要な今日的テーマで様々な研究が進められてい

るところである。先進国、途上国ではやや性格は異な

るものの共有する部分の多い民主主義の質について、

実証、理論の両面で討論し、今後の研究の進展に寄

与する場を設けることができればと考える。 

 あわせて、この共通論題を通じて、比較政治学と地

域研究の関係について議論する場としたい。比較政

治学会では、理論志向の比較政治学と地域研究との

距離の取り方が潜在的に重要な問題であるが、これま

で必ずしも十分対話の場が持てていなかった。そのき

っかけになればと幸いである。 

 

司会 大西裕（神戸大学） 

報告 遠藤貢（東京大学）「アフリカにおける『民主化』

経験の再検討」 

久保慶一（早稲田大学）「ポスト共産主義国における

民主主義の質―バルカンの事例を中心に」（仮） 

曽我謙悟（神戸大学）「官僚制と民主主義：計量

分析による多数国比較を通じて」（仮） 

討論 網谷龍介（明治学院大学） 

    恒川恵市（JICA） 

6月19日（日） 午後0：10～1：00 理事会 

 

6月19日（日） 午後1：00～2：00 総会 

 

6月19日（日） 午後2：00～4：00 

 

自由企画５ 「二党制の変容」 

趣旨：今や「二党制」は世界的にきわめて希尐なタイプ

の政党システムとなっているにもかかわらず、我が国で

は、二党制に対する関心が根強く存在している。本企画

では、従来、二党制とされてきた海外の事例に注目する

ことにより、二党制の変容を理解し、二党制の過去・現

在・未来を考える。さらに、日本における政党システムの

変化、具体的にいえば、日本における二党制の可能性

についても何らかの示唆を導き出すことができる。 

 報告では、今もなお二党制である米国の事例、かつ

ては二党制であったが今や多党制となったカナダの

事例、二党制から多党制へと変化し連立政権が実現

したイギリスの事例をとり上げる。討論は、議院内閣制

で多党制の事例として挙げることができるスウェーデン

とドイツの専門家が行うことで、二党制の変容に関する

議論であるだけでなく、政党システムの比較分析の視

点をも視野に入れた議論へとつなげていくことを企図

している。 

 

司会 岩崎正洋（日本大学） 

報告 西川賢（日本国際問題研究所）「米国の二党制」 

木暮健太郎（杏林大学） 「カナダにおける政党

システムの変容」 

渡辺容一郎（日本大学） 「イギリスにおける二党

制から多党制への変容」 

討論 荒井祐介（東京工業大学） 

渡辺博明（大阪府立大学） 

 

自由企画６ 「家族政策の比較政治学」 

趣旨：近年、子育て支援を含む、家族の形成・維持を

サポートする「家族政策」への注目が政策担当者の間

で増している。欧州では女性の就労促進や「社会的投

資」の一環として就学前児童の育児支援の必要性が

強調され、本邦でも民主党政権が政権交代後に目玉

施策として真っ先に予算に計上したのは「子ども手当」
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であった。しかしながら、比較政治学における「家族政

策」の研究は、こうした現実の政策動向に対応できて

いないというのが現状であろう。 

 本企画分科会では、千田報告、福島報告がフランス

家族政策を巡る政治を歴史分析・ケーススタディの手

法で分析し、稗田報告が先進工業諸国における近年

の保育支出の変化を計量分析する。多様な分析手法

を通じて、これまでの比較政治学では見過ごされてき

た「家族政策」の研究対象としての可能性を探りたい。 

 

司会 近藤康史（筑波大学） 

報告 稗田健志（早稲田大学）「政党競争空間の再編

成と保育政策―先進工業十八カ国における

家族向け公的現物給付支出の計量分析―」 

千田航（北海道大学・院）「家族政策における子

育て支援と両立支援―フランスの乳幼児受け

入れ給付をめぐって―」 

福島都茂子（京都大学）「人口減尐問題とフラン

スの家族手当制度の発展過程（1932‐38年）

―社会保障から国家安全保障へ―」 

討論 小川有美（立教大学） 

    田中拓道（一橋大学） 

 

自由論題３ 「統合とアイデンティティの比較史」 

司会 池内恵（東京大学） 

報告 村上剛（ブリティッシュ・コロンビア大学・院）、ニ

コラス・フレイザー（上智大学研究生）、コンラ

ド・カリツキ（ブリティッシュ・コロンビア大学・

院）「市民権の政治と制度：日本における旧植

民地帝国臣民の法的地位とその比較」 

土倉莞爾（関西大学）「比較政治史の中のキリス

ト教民主主義」 

立石洋子「国際情勢と自国史像：スターリン期ソ

連の事例から」 

討論 未定 

 

自由論題４ 「政策ネットワークの変容」 

司会 内山融（東京大学） 

報告 和田洋典（青山大学院大学）「グローバル化と開

発型国家の変容―日本の情報通信セクター

と金融セクターの比較分析―」 

清原聖子（明治大学）「現代アメリカのテレコミュ

ニケーション政策をめぐるイシュー・ネットワー

クの変容―グーグルの政治家とその影響に

関する分析」 

討論 岡本哲和（関西大学） 

上川龍之進（大阪大学） 

 

自由論題５ 「新興民主主義国における政治参加と市

民社会」 

司会 磯崎典世（学習院大学） 

報告 長谷川拓也（筑波大学･院）「民主化後インドネ

シアの市民運動：西スマトラ州における反汚

職運動を事例として」 

上谷直克（アジア経済研究所）・舟木律子（中央

大学）「『上からの動員』か、『下からの参加』

か：ラテンアメリカの急進左派政権下における

民主主義の実践」 

貝田真紀（筑波大学・院）「現代ロシアの市民社

会―2003年～2004年の福祉団体の分析を中

心に―」 

討論 浅見靖仁（一橋大学） 

 

自由論題６ 「グローバル化のなかの市民と福祉」 

司会  阪野智一（神戸大学） 

報告  田中拓道（一橋大学）「連帯は国境を超える

か？：超国家的福祉レジームの分析枠組み」 

佐藤光（明治大学）「ポスト・アパルトヘイト期南

アフリカの社会保障制度形成」 

小坂恕（青森公立大学）「直接民主主義に向け

た諸問題の研究：市民の政治満足度向上の

ために」 

討論 西山隆行（甲南大学） 

阪野智一 

 

6月19日（日） 午後 4：00～ 6：00 公開シンポジウム 
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年報第14号の論文募集 

 

 2012年発刊予定の年報第14号は、第14回研究大会（今年6月開催）の共通論題「現代

民主主義の再検討」をもとに編集する予定です。報告者のほか、会員の皆様から広くご

寄稿を頂きたいと考えております。民主主義体制への移行が一段落し、比較政治学の関

心は体制変動としての民主化から民主主義の質に焦点を移してきています。民主主義が

機能しているのかという、先進国、途上国ではやや性格は異なるものの共有する部分の

多い重要なこのテーマにつき、理論的な研究、歴史研究、地域研究、事例研究などのご

投稿を歓迎致します。ご投稿を希望される会員は、800字程度の要旨を2011年6月末日ま

でに、下記まで電子メールにてお送り下さい。なお、最終的にご投稿頂いた論文は、編

集委員会で審査して採否を決めさせて頂きますので、予めご承知おき下さい。 

 

＊応募先：年報第14号編集委員長（予定） 大西 裕 E-mail: yuonishi@phoenix.kobe-u.ac.jp 

 

 

 

先端研究の現場から（４） 

EU研究の広がり〜「拡大後」の地中海 

坂井一成（神戸大学） 

 

 国際関係論あるいは比較政治学の研究対象としてのEU（欧州連合）は、政治体（polity）とし

てのEU研究から、政策領域ごとの研究、さらには加盟国の政治研究と絡み合わせたものまで多

岐にわたっている。このなかで、加盟国の拡大に焦点を当てた研究は、2004年と2007年の東欧へ

の大幅な拡大によって一段落がついた観がある。加盟はまだ終わりではないが、EUとしても「拡

大後」を見据えた隣人との付き合い方を模索している。研究者としても、これまでの拡大自体に

ついてのたとえば歴史的な分析の掘り下げも重要であるが、一方でEUが歩を進めてきている新

たな隣人との関係性の模索についても、目を離すことはできない重要な課題である。 

 私の進めるEU研究は、院生時代から進めてきた域内の民族マイノリティをめぐる政治研究か

ら、次第にEUの対外政策へと軸足が移る過程で、東欧への拡大と向き合うことになった。ただ

し拡大そのものはすでに多くの先行研究もあり、参加することになったバルカンをめぐる国際政

治に関する科研プロジェクト（代表・月村太郎氏）のなかで、今後の拡大の対象となり得るバル

カン半島をめぐる研究に足を踏み入れることになった。EUの対外政策（とりわけ安全保障政策）

の対象地域としてのバルカンという観点からの研究に着手し、その研究成果は2006年にクロアチ

アの国際関係研究所で報告し、報告ペーパーは同研究所の紀要に掲載された。 

 そして今度は、バルカンの向こう側、EUにとっては地理的に近く、歴史的・経済的つながり

の深い国を多く擁する中東に関わることとなる。これは中東地域の予防外交に関する科研プロジ

ェクト（代表・中村覚氏）に参加することになったのがきっかけで、今度は拡大の対象地域では
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ないが、EUの対外政策という意味においては非常に重要な地域であり、グローバルな安全保障

という意味でも要衝となる地域に目をやることになった。目下のところの研究成果は、2009年に

ドバイの湾岸研究センターで開かれたセミナーで発表し、さらには2010年に日本EU学会の学会

誌に研究成果を掲載していただいた。 

 こうしてバルカンについても中東についても、EUの対外政策研究の一環として、現地にも数

度赴くなど関わりを深めて来ている。この過程で、EUにとってバルカンは基本的に今後の加盟

が視野に入っており、加盟候補国（あるいは潜在的な候補国）としての付き合い方を求め、一方

で中東では加盟が前提ではない隣人としての付き合い方を求めており、その峻別と各々の適切な

展開が課題となっていることが明白になってきたのだが、この両者の架け橋となるような枠組が

登場した。2008年発足の地中海連合である。 

 地中海という地域機構の枠組整備は、フランスのサルコジ大統領が、大統領選の公約にも挙げ

ていたものであり、フランスがEU議長国を務めた2008年夏にサルコジのイニシアティブで発足

となった。1995年に始まったEU主導の地中海協力枠組み「バルセロナ・プロセス」を事実上引

き継ぐものと理解されるが、同プロセスがその後停滞してしまったことを反省し、常設事務局の

設置や、EU側が一方的に南側に支援を行うような形ではなく双方が責任を持って運営に当たる

体制を整備するなど、新たな展開を模索している。環境や経済分野の実務的な協力強化が基盤に

はあるが、経済・社会の安定と、さらには参加国間のバイラテラルな関係強化を通じた地域安全

保障という側面も少なからず持っており、とりわけ軍事力に頼らないソフトセキュリティの強化

という点は、EU側からはかなり強く意識されていると思われる。 

 2011年１月に起こったチュニジアの民衆革命をはじめとする南側の政治変革のうねり、今後

EUに加盟する展望のある東バルカン諸国やトルコの改革の歩みを含め、地中海地域全体として

の安定と発展にEUとしてはどうつなげていくのか、同時代史として緊張感を持って研究に取り

組みたいと考えている。 

（さかい かずなり） 

 

 

 

共同研究のフロンティア（４） 

縦割り型共同研究と比較政治学 

松永泰行（東京外国語大学） 

 

 分野が異なる同僚など他の人から尋ねられると、比較政治学とは（一定の）方法論を指し示す

名称であって、A国とB国の政治の比較研究というような明示的な比較を必ずしも常に行わなけ

ればならない訳ではないと答えることにしている。その一方で、業界の掟なのか、技術的な困難

さの故なのか、（私自身も含め）実際には事実上の一国（いっこく）政治研究に落ち着いてしま

う例が少なくないように思われる。 
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 そのような一国政治研究者（あるいは地域研究や歴史学も含めより広くは、一国研究者）が集

まって共同研究を行うと、お互いに領域侵犯することのない、礼儀正しい縦割り型共同研究に陥

ってしまう傾向が出てくるように思われる。もちろん共通の方法論、問題設定、切り口などが十

分に共有された上での共同研究では、縦割り型であっても十分な成果が出せるであろうことはい

うまでもない。いいかえると、学際的なフィールドに比べ理論的な側面の重要性が強調される比

較政治学などは、この縦割り問題に有効に対処できるはずである。 

 しかし、もしこの方法で縦割り的な礼儀正しさをうまく克服できないとすれば、別の方途はあ

えて領域侵犯をすることになろう。すなわち、掟破りであろうが、技術的な制約からくる問題は

伴おうが、明示的な比較研究をやってのけるという方途である。筆者が留学先で大学院生であっ

た1990年代初めは、東西冷戦が終了した直後であったため、冷戦期にその国（アメリカ）で盛ん

であった（が結局失敗したとの認識が広まっていた）地域研究型の一国研究者の手法を見直す必

要性が盛んに唱えられていた。同時にその矯正策として、（博士論文のための研究をも含め）地

域横断型の比較研究がずいぶんと薦められていたことを憶えている。翻って日本では、同様な反

省はいまだ行われたことがないと見え、（筆者の勤務先の大学も含め）いまだに地域研究への熱

意は衰えていないように見受けられる。 

 本論に戻ると、地域研究（あるいは一国研究）的な知見の蓄積を比較政治学者が備えているこ

とは、当然ながら有益であるのだが、それが棲み分け（あるいは縄張り）意識を醸成し上述の領

域侵犯的な比較研究の様々な意味での妨げとなる場合には、共同研究を行っても余り成果が上が

らない可能性がある。そのような場合の一つの手続き的な矯正策としては、お互いに領域侵犯を

する研究を共同研究として行うことが考えられる。 

 とはいっても、実際のハードルは高い。筆者は昨年、別学会の大会の場で、本学会の会員によ

る地域横断型の（しかし礼儀正しい）比較政治の提示を試みたが、どのような意義があったとい

えるかについては、自ら全く心もとない。地域横断型にいきなり飛ばず、同一地域内の（ただし

礼儀正しい）比較研究の途をとりあえず探るのが無難との意見も頂いた。しかし夢は、礼儀正し

くない比較研究の実践である。ちょうど、エジプトで丸30年近く大統領の座に居座った権力者が

出身母体の軍の圧力で辞任に追い込まれるという（2011年2月11日の）政変が起こったばかりで、

その思いを強くさせられた。しかしながら、2月11日は1979年のイラン・イスラーム革命成就の

記念日であるため、「32年経ってようやくエジプトはわがイランに追いついたか」と建設的でな

い感慨にふけるイラン政治研究者の領域侵犯的な研究を、アラブ政治研究者は受け入れてくれる

であろうか。 

（まつなが やすゆき） 

 

 

 

【訂正】ニューズレター25号の連載記事のナンバーを（２）としておりましたが、正しくは（３）

になります。訂正の上、お詫び致します。 

（事務局） 
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理事会報告 

 

第39回理事会 

 

2010年11月13日に京都大学で第39回理事会が開催

されました。 

出席：磯崎、大西、大矢根、唐渡、新川、戸田、待鳥 

委任状：網谷、岩崎、遠藤、大串、小川、加藤、木村、

久保（慶）、久保（文）、国分、酒井、仙石、竹中、玉田、

坪郷、宮本、山本、渡邊 

 

・主な討議事項は以下の通りです。 

１．新入会員の承認 

・10人の新入会の申請があり、申請書を回覧した上で、

全員の入会を承認した。 

２．事務局報告 

・唐渡常務理事より、以下の報告があった。 

①前回理事会以降、届出退会者は2名、逝去された

会員が2名。新会員10名を加えて、現時点での会員総

数は669名となった。 

②すでに理事会で承認された学会年報の電子アーカ

イブ化事業について、（独）科学技術振興機構（JST）

と覚書を交わし、その後年報がジャーナル・アーカイブ

上に公開された。不具合のため一部の記事が公開さ

れていないが、これらも修正され次第順次公開される

予定である。 

３．編集委員会から 

・戸田委員長より2011年度年報に関する論文の提出・

査読の状況について報告がなされた。 

４．ニューズレター委員会から 

・渡邊委員長よりニューズレター第25号について発行

された旨報告があった。 

５．叢書編集委員会から 

・大串委員長より叢書第3巻（仮題『専門性の政治学』）

が11月中に入稿予定である旨報告された。 

６．2011年度研究大会について 

・大会開催校の宮本理事より準備状況等について説

明があった。 

７．2012年度研究大会について 

・大会開催校の岩崎理事より準備状況等について説

明があった。 

８．企画委員会から 

・大西委員長から①企画委員会の構成と②2011年研

究大会の企画について報告があり、審議を経て了承さ

れた。 

①副委員長：仙石学（西南学院大学）、企画委員：池

内恵（東京大学）、上神貴佳（高知大学）、川中豪（ア

ジア経済研究所）、高橋百合子（神戸大学）、成廣孝

（岡山大学）。 

②については共通論題1題と分科会5題について企画

案が示され、対象地域・メンバーについてバランスのと

れたものとなるよう考慮された旨委員長より説明された。

その後報告者の未決定部分や標題について議論が

なされ、今後一層の企画の充実を図る旨委員長より回

答があった。 

９．2011年度研究大会における公開シンポジウムにつ

いて 

・日本学術会議比較政治学分科会からの提案に基づ

き、研究大会企画終了後に同分科会・北海道大学と

公開シンポジウムを共催することについて新川会長よ

り提案があり、審議を経て承認された。 

１０． ホームページ構築サービスの中止について 

・国立情報学研究所よりホームページ構築・提供支援

が平成24年3月末に終了する予定であるとの告知があ

り、学会ホームページの移行について今後網谷渉外

委員長とともに対応を検討する必要がある旨事務局よ

り説明があった。また他学会の動向など踏まえ意見・

情報等提供されるよう依頼があった。 

１１．次回理事会の日程について 

・事務局より、次回理事会を4月16日（土）午後2時より

京都大学にて開催するとの提案がなされ、了承され

た。 

（事務局） 
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会員の異動 
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事務局からのお知らせ 

 

１．今年度の研究大会は6月18日（土）・19日（日）に北海道大学にて開催される予定です。是非

今からご予定おき頂きたくお願い申し上げます。 

２．今年度も、報告ペーパーは学会ホームページからのダウンロード形式で配布致しますので、ご留意

をお願い申し上げます。詳しくは、開催校・北海道大学から別途5月ごろにお送りする予定の大会パン

フレットをご覧下さい。 

３．近日中に事務委託先から新年度の会費納入のお願いを差し上げます。添付されるご案内にも記載

されておりますが、送金先は以下の通りとなっておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

      郵便局（ゆうちょ銀行）・振替口座 00110-6-706352  口座名義：日本比較政治学会 

４．会費納入や年報などの送付物、あるいは名簿記載事項などについてお尋ねやお届けをされる場合

は、事務委託先の学協会サポートセンターまでご連絡下さい。連絡先は下記の通りです。 

 〒231-0023 横浜市中区山下町194-502 

 学協会サポートセンター 「日本比較政治学会」係 

 TEL:045-671-1525 FAX:045-671-1935 Eメール: scs@gakkyokai.jp 

 その他の件については、学会事務局（京都大学）にご連絡下さい。 
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